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岐阜市情報公開・個人情報保護審査会
会長　榊原　秀訓　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　異議申立人　兼松秀代

2006年5月1日付 岐阜市環指第7号 陳述書に対する意見書

＜概論＞
１．　岐阜市情報公開条例（以下、「条例」とする）は公開が原則である。

第3条　において「実施機関は、市民の知る権利が十分に尊重されるようにこの条例を運用するものとする。この場合においては、個人の秘密その他の通常他人に知られたくない個人に関する情報がみだりに公開されることがないよう最大限の配慮をしなければならない。」と定めている。
したがって公開が原則であり、非公開は例外である。

２．陳述書「３．非公開とした理由等について」

１）陳述書３．（１）、（２）、（３）に対して

　　◆異議申立人の主張：非公開理由は公文書公開請求決定通知書（以下、「決定通知書」とする。）に記載されなければならない。
異議申立人がした公文書公開請求決定通知書（以下、「決定通知書」とする。）における非公開又は、公開拒否の理由が抽象的で運用を誤っているとの指摘に対し、「特定の個人が識別され得るもの」、「通常他人に知られたくないと認められるもの」、「法人等の正当な利益を著しく害する」ことについて、具体的に陳述した。
しかし上記非公開又は、公開拒否の理由は決定通知書に記されなければならない。岐阜市長は条例の運用を誤っており、正されなければならない。
２）陳述書３．（４）「法人等の正当な利益を著しく害する」との陳述に対して
◆異議申立人の主張：法人の外形的情報の公開は当然である。岐阜市も公開している。
陳述書に個別の陳述がなされていない「用途開発に関する契約書」の法人情報も併せて主張する。

異議申立人の証拠書類２（岐農商第258号）で示した法人の名称公開は当然である。公開によって「法人等の正当な利益を著しく害する」、「当該法人等の事業遂行が不可能となる、変更を迫られる、事業が崩壊する等の影響を与え」ることはない。

岐阜市長は市が委託する事業の「入札価格調書」を市役所内で閲覧に供している。「入札価格調書」には法人名と入札価格、落札した法人も明記されている。入札金額は法人の入札に対する姿勢の端的な現れである。法人の受注に対する姿勢が端的に現れた「入札価格調書」を閲覧による公開をしつつ、当該法人名を公開できない理由を、岐阜市長は説明すべきである。
●証拠書類６　岐阜市「入札価格調書」（2004年4月28日実施　警備と清掃に関する業務委託）
３）陳述書３．（５）「岐阜市上西郷地区　平面図」、「岐阜市上西郷地区　施行配置図」及び「搬出経路図」の一部を非公開とする陳述に対して

◆異議申立人の主張：「岐阜市上西郷地区　平面図」、「岐阜市上西郷地区　施行配置図」及び「搬出経路図」の一部非公開は、本項と４）および５）の理由から違法である。公開されなければならない。
条例は公開が原則である。仮に個人の財産の状況に関する情報であるとしても、フェロシル
トの搬入場所は周知の事実である。非公開とすることに意味はない。
・フェロシルト搬入場所は「フェロシルトの搬入経緯」によると、岐阜市上西郷２丁目である。岐阜市上西郷２丁目と限定されている
・2005年10月、11月の新聞記事において写真が掲載され、公開されている。写真には特徴ある施設の一部が写っており、およその場所の特定は容易に可能である。
●証拠書類７-１、２、３　2005年10月、11月に当該現場写真が掲載された新聞記事
・地権者が2005年年末頃にテレビのインタビューに応じ、岐阜市上西郷との地域名と地権者の氏名が文字で示された。

・「農地転用許可済標識」が現場に掲示されている。場所は岐阜市上西郷２丁目４他である。　

●証拠書類８「農地転用許可済標識」が掲示されている写真　
・「搬出経路図」の一部非公開部分に隣接する施設の名称及び交通誘導員の標示、フェロシルト搬入箇所の標示から、およその場所の特定できる。このような一部非公開は無意味である。
　●証拠書類９「搬出経路図」から推測した当該場所　異議申立人作成
４）陳述書３．（６）条例第6条第1項第2号は「知る権利と個人のプライバシー保護の調整を図るものである。」との陳述は誤りである。
　◆異議申立人の主張：陳述の「条例第6条第1項第2号イ」は、「知る権利と個人のプライバシー保護の調整を図るものである」との判断は、条例を誤って理解している。
本「条例第6条第1項第2号イ」は、通常他人に知られたくないと認められる個人情報であっても、「イ　人の生命、健康、生活、財産又は環境を保護するため、公開することが必要であると認められる情報」は公開すべきであることを明確に定めている除外規定である。
陳述書における「知る権利と個人のプライバシー保護の調整を図るものである。」との記述
が該当するとしたら、条例第6条の２の公益上の理由による裁量的公開である。誤った理解は正されなければならない。

５）陳述書３．（６）で「生活環境の保全にも意を注」ぎつつ、一部非公開とすることに対して

　◆異議申立人の主張：条例第6条第1項第2号イの除外規定を適用すべきである。さら条例第6条の２の公益上の理由による裁量的公開が適用されるべき事例に該当する。

岐阜市長自らフェロシルトが産業廃棄物であると認識し、「生活環境保全上の支障が生ずる恐れがある」として撤去命令を出した。さらに「生活環境の保全にも意を注いでいでおり」と認識しているのであるから、条例第6条第1項第2号イの除外規定を適用すべきである。
さらに条例第6条の２の公益上の理由による裁量的公開が適用されるべき事例に該当する。
したがって、「岐阜市上西郷地区　平面図」、「岐阜市上西郷地区　施行配置図」及び「搬出経路図」の一部非公開は違法である。

　
６）陳述書３．（７）「フェロシルトの搬入経緯」及び「現在までの対応の経緯と今後のスケジュール」における法人情報に対して
◆異議申立人の主張：条例は公開が原則である。仮に法人に係る情報であるとても、証拠書類２（岐農商第258号）で示した法人名称の公開は当然である。

上記２の２）と同じ理由による。

さらに岐阜市長は法人情報を公開したことによって「法人等の正当な利益を著しく害する」、「当該法人等の事業遂行が不可能となる、変更を迫られる、事業が崩壊する等の影響を与え」たとする事実を具体的に示して説明する責任がある。
７）陳述書３．（８）石原産業（株）の弁明書における元副工場長の姓及び職歴について
　　◆異議申立人の主張：元副工場長の姓は以下のように周知の事実であり、公開されなければならない

ア）条例は原則公開である。仮に個人に関する情報であったとしても、岐阜県フェロシルト問題検討委員会の資料（証拠書類３）に掲載され、石原産業（株）のＨＰに同一文書（証拠書類１０）が掲載され、その上新聞紙上姓名が繰り返し掲載されている周知の事実である。公開されなければならない。　

●証拠書類１０　石原産業（株）がＨＰに掲載している、元副工場長の姓名が明記されている文書
●証拠書類１１　元副工場長の姓（名）が掲載されている朝日新聞や讀賣新聞の記事
イ）陳述書において「フェロシルトで社会問題となっている会社の元副工場長という職歴は、通常他人に知られたくない情報に当たるので、条例第6条第1項第2号本文に規定する個人情報に当たる」（陳述書　P.4（8））とする。
　　しかし既に「元副工場長」という職歴は既に岐阜市長によって公開されている。この陳述は、岐阜市長の自己矛盾であり、自ら下した決定通知書の判断を否定している。このような矛盾した陳述がなされるのは、公開非公開の判断基準が曖昧で、条例の運用や文言を正確に解釈し得ないことによる。今回の非公開判断は全て取り消されるべきである。
８）陳述書３．（11）開発行為計画書の事業者、計画書作成者について

　　◆異議申立人の主張：開発行為の場所、開発計画書に記載された法人、計画書作成者は公開されなければならない。

条例は公開が原則である。個人の財産状況に関わる情報であるとしても、仮に法人情報であったとしても外形的（法人名、代表者名、所在地など）情報は公開されなければならない（証拠書類１２、１３）。公開したことによる悪影響はない。したがって、開発場所、開発行為計画書の事業者、計画書作成者は公開されなければならない。
　　　●証拠書類１２　日本原子力研究開発機構が岐阜県に提出した「開発行為許可申請書」

　　　●証拠書類１３　瑞浪市のフェロシルト搬入地における防災工事計画書（一部抜粋）

岐阜市長は法人情報を公開したことによって「法人等の正当な利益を著しく害する」、「当該法人等の事業遂行が不可能となる、変更を迫られる、事業が崩壊する等の影響を与え」たと陳述する。このような状況に至っている事実を具体的に示して説明する責任がある。

　 異議申立人は「開発行為計画書」の番地までインターネットに掲載されているとは、述べてい
ない。岐阜市長は記載した内容を正確に把握し、それに即した陳述をすべきである。

異議申立人は「開発行為計画書」の提出先が亀山市長とあり、亀山市内に開発行為の場所があるにも関わらず、一部非公開とした文書には、開発場所の三重県「亀山市」すら、非公開としたことを指摘したものである。
＜各論＞

陳述書　３　非公開とした理由等について

（１）から（３）について
	（1）異議申立人は、公文書公開決定通知書に不開示理由として岐阜市情報公開条例（以下「条例」という。）の条文がそのまま記載されており、不開示理由が明記されていないと申し立てる。
実施機関は、非公開とできる条例上の条項番号を示し、その条項に該当する理由を記載している。　

（2）異議申立人は、「特定の個人が識別され得るもの」を具体的に説明していないので、条例の運用を誤っていると主張する。
「特定の個人が識別され得るもの」とは、一義的には住所、氏名又は電話番号が記載されている情報であるが、これらの記載がなくても又はこれらを削除してもなお「特定の個人が識別され得るもの」に該当するものがあるので、個別に判断する必要がある。
したがって、これらを総称する形で「特定の個人が識別され得るもの」という用語を使用している。
本件情報においては「岐阜市上西郷地区　平面図」等における撤去場所周辺の道路がこれに該当する。その理由は、「フェロシルトが誰の土地に埋設されているか」は個人の資産に関する情報であり、当該情報を公開した場合は、他の地図と合わせることにより、場所が特定され、特定されれば土地の登記簿等で所有者を知ることができるからである。
（3）次に異議申立人は、「通常他人に知られたくないと認められるもの」を具体的に示して

いないので、条例の運用を誤っていると主張する。
「通常他人に知られたくないと認められるもの」とは、プライバシーを保障する憲法第13条の趣旨に従い、個人の人格的自律にかかわる情報をいう。個人の人格的自律にかかわる情報とは、多岐にわたるものであり、具体的には、次の情報が該当する。
・思想、宗教、意識、趣味等に関する情報
・心身の状況、体力、健康状態等に関する情報
・資格、犯罪歴、学歴、職歴等に関する情報
・家族構成、交際関係、生活記録等に関する情報
・財産の状況、所得等に関する情報
・その他人格的自律にかかわる情報
以上のとおり、個人の人格的自律にかかわる情報とは、かなり広い情報である。これらを総称する形で「通常他人に知られたくないと認められる情報」という用語を使っている。
また、今回具体的にフェロシルトを搬入した場所を塗抹しているが、フェロシルトを搬入した場所は、個人の資産に関する情報であり、それは、個人の人格的自律にかかわる情報であると判別できる。


◆異議申立人の主張：岐阜市長は上記（１）から（３）までの理由を、本件決定通知書において、個別にかつ具体的に明確に記載すべきである。岐阜市長は条例の運用を誤っており、正されなければならない。
（4）について
	（4）異議申立人は、「法人等の正当な利益を著しく害する」とは何かを具体的に説明しない
のは、条例の運用を誤っていると主張する。
「正当な利益」とは、それが公開されると法人等が公正な競争原理の下で事業を行うこと
ができなくなるような利益をいう。

　「著しく害する」とは、公開されると当該法人等の事業遂行が不可能となる、変更を迫られる、事業が崩壊する等の影響を与えることが推定されることをいう。
本件の公文書公開では、取引先企業名を塗抹している。企業間の取引は、私的な契約により行われるものであり、例えば同一の給付に対して同一の対価が支払われないと違法となるものでないし、取引を望んでも自由に取引先になれるものではない。企業の取引先は、その経営において非常に重要なものであり、企業もすべての取引先を公表している訳ではない。
また、取引先はその企業の信用度を測るバロメーターにもされている。
したがって、取引先企業名が公開されることは「法人等の利益を著しく害する」に当たるといえる。


◆異議申立人の主張

①岐阜市長は「「正当な利益」とは、それが公開されると法人等が公正な競争原理の下で事業を行うこととができなくなるような利益をいう。」と陳述するが、意味不明である。

異議申立人は「「正当な利益」とは、それが公開されると法人等が公正な競争原理の下で事業を行うこと」と判断する。
②　証拠書類２（岐農商第258号）で示した法人の名称などの公開は当然である。公開によって「法人等の正当な利益を著しく害する」、「当該法人等の事業遂行が不可能となる、変更を迫られる、事業が崩壊する等の影響を与え」ることはない。

岐阜市長は市が委託する事業の「入札価格調書」を市役所内で閲覧に供している。「入札価
格調書」には法人名と入札価格、落札した法人も明記されている。入札金額は法人の入札に対する姿勢の端的な現れである。法人の受注に対する姿勢が端的に現れた「入札価格調書」を閲覧による公開をしつつ、当該法人名を公開できない理由を、岐阜市長は説明すべきである。

●証拠書類６　岐阜市「入札価格調書」（2004年4月28日実施　警備と清掃に関する業務委託）
　岐阜市長は法人情報を公開したことによって「法人等の正当な利益を著しく害する」、「当該法人等の事業遂行が不可能となる、変更を迫られる、事業が崩壊する等の影響を与え」たとする事実を具体的に示して説明しなければならない。

　　

（5）について
	（5）異議申立人は、「岐阜市上西郷地区　平面図」、「岐阜市上西郷地区　施行配置図」及び「搬出経路図」の一部を非公開とすることは、「必然的に場所は判別でき、不開示とする
こと自体無意味である。」と主張する。
確かにフェロシルトを搬入した箇所は上西郷地区であると、市は公表している。
しかし、具体的な地番は公開していなし、3つの図面からも特定はできないように一部非公開として公開している。そして、フェロシルトが搬入されたか否かは個人の資産に関する情報といえる。

したがって、条例第6条第1項第2号の規定により非公開とした。


◆異議申立人の主張
本条例は原則公開である。仮に個人の資産に関する情報であるとしても、すでに、讀賣新聞　2005年10月25日13版33面　岐阜新聞　2005年10月26日11版31面と2005年11月3日13版31面で写真入の記事が掲載されている。●証拠書類７-１、２、３
2005年末頃には地権者がテレビ局のインタビューに応じている映像が流れた。その際地権者の氏名も字幕で掲載されていた。既に周知の事実である。

異議申立人は岐阜市長の決定通知書以前に撤去作業の安全性や周辺への配慮の有無を確認するために現地を訪れ写真を撮影している。その際、「農地転用許可済標識」を撮影している。農地転用許可済の標識掲示は農地法によって義務付けられている。このように「農地転用許可」を受けて行われている事業であることが誰の目にも確認できるように、標示が義務づけられている。

●証拠書類８「農地転用許可済標識」が掲示されている写真

フェロシルト搬入場所は岐阜市上西郷２丁目である。「搬出経路図」にある、東は上西郷１丁目にある化粧ベニヤの工場で、南にはライスセンターがあり、さらに南には岐阜ヰセキ販売岐阜営業所や三温電気がある。東は上西郷３丁目に接しやや離れて丸徳工務店がある。２つの交通誘導員のポイントやフェロシルト撤去箇所が北東方向に向いている。このような場所は一部非公開の中で、容易に推定できる。

●証拠書類９「搬出経路図」から推測した当該場所　異議申立人作成
このようにフェロシルト搬入場所は周知の事実である。
よって岐阜市長の一部非公開決定は取り消されなければならない。
（6）について
	（6）異議申立人は、生活環境保全上の支障が生ずる恐れがあるにもかかわらず、不開示とすることは、条例の解釈を誤っていると主張する。
確かに条例第6条第1項第2号イには、一定の場合に開示すべき旨が規定されている。
しかし、同号イの規定は、知る権利と個人のプライバシー保護の調整を図るものである。
岐阜市は、既に「生活環境保全上の支障が生ずる恐れがある区域」として上西郷地区が該当する旨を発表し、生活環境の保全にも意を注いでいでおり、公文書公開請求に対しては、実施機関は、当該発表した内容を踏まえ、一部を非公開として公開したものである。
したがって、実施機関の一部非公開処分は、条例第6条第2号イに反するものではない。


◆異議申立人の主張

条例は全面公開が原則である。仮に岐阜市長が主張する個人の資産に関する情報であったとしても、岐阜市長もフェロシルトが産業廃棄物であると認識し、「生活環境保全上の支障が生ずる恐れがある」として撤去命令を出した。この事実をもって決定の判断をすべきである。

異議申立人は条例第6条第1項第2号「個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)で特定の個人が識別され、又は識別され得るもののうち通常他人に知られたくないと認められるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。」として、「イ　人の生命、健康、生活、財産又は環境を保護するため、公開することが必要であると認められる情報」は公開すべきであることを明確に定めていると異議申立時に主張した。

陳述書では岐阜市長自ら「生活環境の保全にも意を注いでいでおり」とフェロシルトの影響により「人の生命、健康、生活、環境」が脅かされることのないように注意を払っていることを認めている。

　　したがって、当然、条例第6条第1項第2号イが適用され、開示されなければならない。

ところが、岐阜市長は条例第6条第1項第2号イの「規定は、知る権利と個人のプライバシー保護の調整を図るものである。」と陳述する。これは条例第6条の１と条例第6条の2の公益上の理由による裁量的公開とを混同した、誤った解釈である。条例第6条第1項第2号イは「(非公開とすることができる公文書)」であり、具体的には「実施機関は、次の各号のいずれかに該当する情報が記録されている公文書については、公開を拒むことができる。」と定めたなかにおける明確な除外規定である。

　一方、条例第6条の2は「(公益上の理由による裁量的公開)」で具体的には、「第6条の2　実施機関は、公開請求に係る公文書が前条において公開を拒むことができるとされている場合であっても、公開することが公益上必要であると認めるときは、公開することができる。」と定めている。
　このように条例第6条第1項第2号イと条例第6条の2は明らかに別な規定であり、混同して判断することは許されない。

繰り返すが本条例は全面公開が原則である。仮に岐阜市長が主張する個人の資産に関する情報であったとしても、岐阜市長自ら「生活環境保全上の支障が生ずる恐れがある」としてフェロシルトの撤去命令を出し、「生活環境の保全にも意を注」ぐことが必要な場所であると認識している場所である。条例第6条第1項第2号イの除外規定が適用されることは当然である。その上、第6条の２公益上の理由による裁量的公開という面からも当然全公開されなければならない。
	（7）異議申立人は、「フェロシルトの搬入経緯」及び「現在までの対応の経緯と今後のスケジュール」における法人情報を、法人名等は登記簿に記載されており、閲覧をすることができ、非公開とする理由がないと主張する。
法人の取引先の情報が条例第6条第1項第3号に該当する旨は、（4）で述べた。
また、異議申立人は、登記簿で閲覧できることを理由に開示すべき旨を主張するが、登記簿は、株式会社の場合は、商号、会社の目的、取締役の氏名、資本金の額が記載されているにすぎず、その株式会社の取引先が公表されているわけではない。
したがって、取引先企業名を公開することは「法人等の正当な利益を著しく害する」に当たるといえる。


（7）について

◆異議申立人の主張
条例は公開が原則である。仮に法人に係る情報であるとても、証拠書類２（岐農商第258号）で示した法人名の公開は当然である。

岐阜市長は「取引先企業名を公開することは『法人等の正当な利益を著しく害する』に当たる

といえる。」と陳述する。

しかし「フェロシルトの搬入経緯」及び「現在までの対応の経緯と今後のスケジュール」には、不開示部分が多数ある。多数ある中の「取引先企業名」とは、どの文書の何が該当するということすら、異議申立人には判別しえない。判別し得ない理由は、岐阜市長の開示決定通知書が不十分で、判別できないことによる。このような不明確な決定通知書とならぬよう、岐阜市長は開示決定通知書の記載方法を改めなければならない。

（８）について
	（８）異議申立人は、フェロシルトに他の廃液が混入させた可能性のある者の姓を非公開とすべきではないと主張している。
まず、姓は、石原産業四日市工場元副工場長という役職とあいまって特定の個人を識別され得る情報である。次に石原産業四日市工場元副工場長という職歴を示す情報であり、フェロシルトで社会問題となっている会社の元副工場長という職歴は、通常他人に知られたくない情報に当たるので、条例第6条第1項第2号本文に規定する個人情報に当たる。
異議申立人は、管理職であるものの姓は、公開すべきと申し立てるが、条例第6条第1項第2号各号のいずれにも該当しないことから例外的に開示すべき情報でもない。


◆異議申立人の主張

岐阜市条例は原則公開である。元副工場長が退職した個人であっても、石原産業（株）の取締役四日市副工場長のときに行った行為であり、役職を退いた個人が行った行為ではなく、公開が当然である。

その上、元市副工場長の姓名は、既に提出した証拠書類３の岐阜県が設置した岐阜県フェロシルト問題検討委員会第２回配布資料で傍聴者にも配布され周知の事実である。
　証拠書類３は平成17年10月12日に石原産業（株）が公表したフェロシルトに他の廃液が混入されていた事実と経緯を示したお詫び文書である。タイトルは「弊社製品フェロシルトに関する事実判明とお詫び」である。
　この2ページ（3）で「フェロシルトの開発・生産の責任者として、これに携わってきた佐藤驍（元弊社取締役四日市副工場長）が、リサイクル製品として認定された製造工程と異なる工程で製造し」たと、他の廃液混入を佐藤驍元四日市副工場長の独断によるものと断定し、氏名を公表している。
　この文書は岐阜県に提出されると共に、石原産業（株）はホームページで掲載している。
●証拠書類１０　石原産業（株）がＨＰに掲載している、元副工場長の姓名が明記されている文書

その上、朝日新聞では2005年10月19日には「佐藤驍元副工場長」または「佐藤元副工場長」、10月25日には「佐藤驍元副工場長」、10月26日には「佐藤驍元副工場長」と記載されている。讀賣新聞は2005年11月9日の記事で「同社四日市工場の元副工場長、佐藤驍」と職歴と姓名を掲載している。周知の事実であり公開されることに問題はない。非公開処分は取り消されなければならない。
●証拠書類１１　元副工場長の姓（名）が掲載されている朝日新聞や讀賣新聞の記事

ところが岐阜市長の陳述書には「フェロシルトで社会問題になっている会社の元副工場長という職歴は、通常他人に知られたくない情報にあたる。」と述べている。
岐阜市長のこの判断で開示、不開示の決定をするなら、「元副工場長」という役職名も不開示とすべきである。しかし岐阜市長が決定した通知書には、「■元副工場長」と、職歴は開示されている。
　この矛盾は岐阜市長の判断基準が曖昧で、開示、不開示の決定がいい加減に行われている証拠である。このように矛盾した不開示決定は直ちに取り消されなければならない。

（11）について
	（11）異議申立人は、開発行為計画書の事業者、計画書作成者を登記簿で閲覧できるとして公開すべきと主張する。
これらの情報が（4）と同様の理由で条例第6条第1項第3号の「法人等の正当な利益を著しく害する」に当たる。
また、異議申立人は、開発場所を三重県のホームページでも公開しており、公開すべきと主張する。
開発場所を特定する情報は、（1）と同様の理由で条例第6条第1項第2号の個人に関する情報といえる。
なお、三重県のホームページにおいても亀山市辺法寺とのみ公開しており、地番等までは公開していない。


◆異議申立人の主張

　岐阜市長は「法人等の正当な利益を著しく害する」と述べ、開発行為計画書における開発場所を非公開とした。さらに開発計画書作成者、施工者に関する情報を全て非公開とした。
ただし、決定通知書は開発場所が個人の財産状況に該当するのか、法人情報に該当するのか、判断を示していないので、異議申立人は判別できない。

仮に個人の財産状況に該当するとするならば、＜概論＞の３）、４）、５）に該当する。
法人情報に該当するのであれば、開発場所は当然証拠書類１－２のように開示すべきである。開発行為計画書に関わる証拠書類１３を提出する。
●証拠書類１３　日本原子力研究開発機構が岐阜県に提出した「開発行為許可申請書」

　証拠書類１３は、開発場所（岐阜県瑞浪市明世町字大狭間36-8、山野内字大狭間1-66）、開発行為者（核燃料サイクル開発機構、現在統合して日本原子力研究開発機構東濃地科学センター 鶴巻宏一）開発行為者の住所（岐阜県土岐市泉町定林寺959-31、電話番号）、設計者（株式会社　波多野設計とその住所　岐阜県土岐市肥田浅野朝日町2-332　電話番号）及び建設場所の全てが開示されている。

このように開発行為に伴う場所や計画設計者等法人情報は公開が当然である。
また、瑞浪市の砂防指定地域に搬入されたフェロシルト防災工事にあたり、土地所有者が代理人として工事の設計を委託した法人の名称と法人の代表者を明記した文書を証拠書類１４として提出する。
　　　●証拠書類１３　瑞浪市のフェロシルト搬入地における防災工事計画書（抜粋）

異議申立人は「開発行為計画書」の番地までインターネットに掲載されているとは、述べてい

ない。岐阜市長は記載した内容を正確に把握し、それに即した陳述をすべきである。

異議申立人は「開発行為計画書」の提出先が亀山市長とあることから亀山市内に開発行為の場

所があることが明かであるにもかかわらず、あえて「亀山市」まで一部非公開とした非を指摘したものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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